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る．しかし，これらの研究はハブ機能の評価を目的として

おり，機能分担ルールを評価したものではない．また，空

港側の視点から旅客数シェアを評価しているものの，旅

客が航空サービスを利用する際の利便性の変化，例えば

一般化費用の増減とそれによる利用者便益の変化は評

価していない．しかし，航空旅客の利便性向上は空港整

備計画の重要な目的の一つであり，このことは機能分担

ルールの評価においても同様である．

以上より，本研究では，複数空港システムにおける機

能分担ルールの変更が航空旅客の利便性に及ぼす影響

を評価する手法を構築し，その実用性について検討す

ることを目的とする．

以下，2章では同一都市圏内の複数空港を対象とした

旅客の空港選択モデルを構築し，3章ではこのモデルを

用いて，機能分担ルールが航空旅客の利用者便益に及

ぼす影響を評価する手法を開発する．4章でわが国の首

都圏に本手法を適用し，その実用性について検討する．

最後に5章で本研究の成果をまとめる．

2――同一都市圏内の複数空港を対象とした旅
客の空港選択モデル

2.1  旅客の分類とモデル

大都市圏の空港は，その都市圏を発着地とする旅客

（以下，都市圏旅客）の需要が非常に大きく，多くの路線

が集中している．また路線集中の結果として，乗継旅客

の割合も少なくない．都市圏旅客と乗継旅客の複数空港

1――はじめに

わが国をはじめ，世界の主要な都市圏の多くは複数の

空港を有している．こうした都市圏では，各空港の特性

を踏まえ，ある空港に特定の航空路線の運航を制限す

るルール（貨物専用便や定期国際線の運航禁止等）を適

用し，各空港が互いに補完的な役割を担うように機能を

分担させることが多い．本研究では，複数空港を一体的

に運用するこのようなシステムを「複数空港システム」と

呼ぶ．

複数空港システムにおいて，各空港の分担する機能が

変化すると，旅客，航空会社，空港管理者等の航空関連

主体の行動や計画に影響を与える．例えば，わが国の首

都圏において，羽田空港の再拡張や第3空港の開港に伴

って各空港の機能が変化すれば旅客の空港選択行動は

変化し，それに伴い航空会社の運航計画も影響を受け

ると考えられる．従って，複数空港システムの効果的な

運用には，適切な機能分担ルールを定めることが不可欠

と言える．

では，複数空港システムにおける機能分担ルールはどの

ような観点から評価するべきだろうか．従来，Hansen1）, 2）

が複数空港システムにおけるハブ機能の影響を評価する

モデルを構築している．ハブの指標となる要因（幹線路

線旅客数1），総乗継旅客数2））とアクセス条件が，複数空

港間の旅客数シェアに及ぼす影響を評価したものであ

る．浦田ら3）もHansenのモデルを新千歳空港と丘珠空

港のある札幌都市圏に適用し，同様の分析を行ってい

複数空港システムにおける機能分担の評価
－首都圏複数空港を事例として－
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選択行動は当然異なることから，都市圏旅客だけでなく，

乗継旅客の複数空港選択モデルも構築する必要がある．

乗継旅客の乗継パターンとして，関西空港で多い国際・

国内乗継，成田空港で多い国際・国際乗継，羽田空港で

多い国内・国内乗継の3種類がある．本研究では，東ア

ジアのゲートウェイ空港間競争が激しくなりつつある実

情を踏まえ，国際・国内乗継旅客を対象に空港選択モ

デルを構築する．以下，特に断りのない限り，乗継旅客

を「国際・国内乗継旅客」の意味で用いる．

既に筆者ら4）は，都市圏旅客と乗継旅客が機能分担

ルールの変更から受ける影響を評価するシミュレーショ

ンモデルを構築している．しかし，このモデルはアクセス

時間（代表交通機関として鉄道の値を利用）のみを航空

サービスの利便性を評価する指標としており，運航頻度

等の他の重要な要因が考慮されていない．そこで，非集

計行動モデルを用いて，同一都市圏内の複数空港を対

象とした旅客（都市圏と乗継）の空港選択行動モデルを

構築する．

2.2  複数空港選択モデルの既往研究

従来多くの空港選択モデルが構築されてきたが，ここ

では同一都市圏の複数空港を対象とした空港選択モデ

ルに限定してレビューする．このような空港選択モデル

は，選択行動に有意な説明要因の推定を目的として，

Hansen1），2）, Skinner5）, Augustinusら6）, Harvey7），Windleら8），

Pelsら9）によって構築されてきた．研究対象とした都市圏

とモデルの説明要因を表―1にまとめる．これより，主た

る説明要因はアクセス時間と運航頻度であることがわか

る．ただし，これらのモデルは代表アクセス交通機関を自

家用車としており（Skinner5）とAugustinusら6）はタクシー

とリムジンバスをダミー変数で考慮），アクセス交通機関

選択行動を明示的に考慮したものではない．Pelsら9）は

空港と航空会社の選択行動をネスティッドロジットモデル

（NLモデル）によって構築しているが，同様にアクセス交

通機関選択行動は考慮していない．一方で，Harvey10）は

複数空港地域のアクセス交通機関選択モデルを構築して

いるが，逆に空港選択を同時に考慮していない．

他方，同一都市圏の複数空港を選択肢とした乗継旅

客の空港選択行動モデルは，筆者の知る限り現在まで

構築されていない．

2.3  都市圏旅客の複数空港選択モデル

本研究は首都圏を評価対象としていることから，首都

圏のデータを用いて都市圏旅客の複数空港選択モデル

を構築する．既往研究1），2），5），7），8）では，複数空港選択

モデルは多項ロジットモデル（MLモデル）によって構築さ

れてきたが，前述のようにこれらのモデルはアクセス機関

選択行動を明示的に考慮したものではない．わが国の首

都圏は，既往研究で対象とされた米国の都市圏とは異な

り，鉄道等による公共交通アクセス整備が充実している．

アクセス交通機関の整備状況は空港選択行動に強い影

響を与えることから11），都市圏旅客については，NLモデ

ルを用いて空港選択とアクセス交通機関選択を同時に考

慮したモデルを推定する．選択ツリー構造は図―1を仮

定する．

過去，首都圏の2空港にて競合していた路線は台北路

線のみである注1）．そこで，台北路線の利用者をサンプル

としてモデルを推定する．データは平成11年（1999年）の

国際航空旅客動態調査12）を利用する．推定に用いる都

市圏の範囲は，成田空港が主たる出入国空港であり，か

つ陸上交通アクセス圏でもある，関東8都県および宮城，

福島，新潟，長野，静岡の計13都県とした．またゾーンの

単位は国際航空旅客動態調査で用いられている市区群

単位とし，中心地はゾーン内の代表駅とした．出国日本人

と訪日外国人（主に台湾人）のデータがあるが，訪日外国

人の国内訪問地は明確でないこと，また台北のフラッグ

キャリアであるチャイナエアラインが羽田空港のみを利用

していることから，訪日外国人はサンプルとしない．

説明変数は，既往研究で検討されてきたアクセス時間，

アクセス運賃，運航頻度，航空運賃の他に，アクセス交

通機関乗換回数，機材規模，航空会社の選好などが考え

られる．本研究では，モデル分析に用いるこれらのLOS

（Level of Servis）データを次のように作成した．

■表―1 同一都市圏内複数空港を対象とした空港選択モデルの既
往研究とその説明要因

■図―1 都市圏旅客の選択ツリー構造



まず，運航頻度は航空会社の違いを考慮せず，空港毎

に季節別曜日別に時刻表を用いて設定した．この設定方

法は，航空会社の選好以上に希望出発時刻を優先して

空港選択を行うとの仮定に基づいている．1日当たり運

航頻度が両空港共に一桁である台北路線の場合，妥当

な設定と言えよう．なお，Harvey7）は運航頻度の限界効

用は逓減し，1日9便を越えるとゼロになるとの分析結果

を示している．具体的な頻度は都市圏や年代によって異

なると考えられるが，運航頻度の限界効用はHarveyが

指摘したとおり逓減すると言えることから，本研究では運

航頻度を対数で示す．

アクセスデータは，時刻表，道路時刻表13），首都高速

所要時間早見表14）をもとに作成した．自動車の走行費用

は，高速道路利用料金だけでなく，走行経費（需要予測

調査15）で設定された燃料原単位を利用）を加えた．航空

運賃データは，旅行代理店へのヒアリングと1999年当時

の旅行雑誌を参考にし，IT運賃（Inclusive tour運賃）を

基準として航空会社別季節別曜日別に設定した．

推定の結果，尤度比は十分大きいとは言えないもの

の，パラメータの符号条件が正しく，有意なモデルとして

表―2の結果を得た．航空運賃は有意な説明変数となら

なかったが，これは正確な実勢運賃を反映できなかった

ことが理由と考えられる．以上より，本研究では表―2の

推定結果を都市圏旅客の複数空港選択モデルとし，次

章の機能分担ルールの評価で用いることとする．

2.4  乗継旅客の複数空港選択モデル

北米，欧州等の長距離国際線は地方空港で運航され

ていない．そのため，わが国の地方都市から北米，欧州

等に向けて出入国するには，成田空港や関西空港のよう

なゲートウェイ空港で乗り継ぐ必要がある．

そこで，地方空港で運航されていない長距離国際線

を利用する地方都市の旅客を対象に，乗継空港の選択

モデルを構築する．ただし，ゲートウェイ空港のある首都

圏と関西圏は，共に複数空港を持つ都市圏である．よっ

て，複数空港間の移動なしにゲートウェイ空港で直接乗

り継ぐ場合と，空港間移動を必要とする場合で選択肢を

区分する．乗継旅客に関するこのような空港選択モデル

は現在まで構築されておらず，新しい試みである．これ

より，国際・国内乗継旅客が複数空港を選択する際の説

明要因を明らかにできる．

わが国は新幹線網が発達しており，地方からゲートウ

ェイ空港までのアクセスに空路ではなく新幹線を選択す

る旅客が少なくない．しかし，ここでは複数空港間移動

に焦点を絞るため，ゲートウェイ空港のある都市圏への

アクセス手段として主に空路を選択する地域の旅客を対

象に分析を行う．北海道，北東北，九州の各地域は，成

田空港や関西空港までの主たるアクセス手段を空路とし

ている．そこで，新千歳空港，青森空港，福岡空港，鹿

児島空港，那覇空港の5つの地方空港を発着地とする旅

客をモデル構築のサンプルとする．ただし，出発地から

地方空港までの陸上アクセスは考慮しない．

選択肢は図―2のように5肢とし，首都圏2空港，関西圏

2空港の空港間移動の有無を考慮した．また，ソウルの仁

川空港，台北の中正空港，香港のチェックラップコック空

港を東アジアのゲートウェイ空港として一つにまとめ，選

択肢として含めた．これは，これら他国のゲートウェイ空

港で乗り継ぐ地方の旅客が近年増加しているためである．

地方空港までの陸上アクセスを無視した場合，乗継旅

客の空港選択行動の説明変数は，航空運賃，フライト時

間，乗継空港待ち時間，アクセス国内線とラインホールの

運航頻度，航空会社の選好，複数空港間の移動コスト等

が考えられる．これらの変数を考慮し，MLモデルを用い

てモデルの推定を行う．

LOSデータは次のように作成した．航空運賃は実勢運

賃の推定が困難なことから，IATA PEXのベーシックⅠ

運輸政策研究 Vol.5 No.4 2003 Winter 研究004

■表―2 都市圏旅客の複数空港選択モデル推定結果

■図―2 乗継空港の選択肢



運輸政策研究Vol.5 No.4 2003 Winter研究 005

の運賃16）を用いた．東アジアゲートウェイ空港を発着す

るラインホールの運航頻度は，当該空港関係者へのヒア

リング調査によってデータを作成した．またフライト時間

はOAG Flight Guide17）を用いて作成した．

推定結果を表―3に示す．このモデルにおいても航空

運賃は有意な変数とならなかった．しかしパラメータの

符号条件と有意性が適切であり，的中率と尤度比も高い

モデルを構築できた．よって，本研究では表―3の推定

結果を国際・国内乗継旅客の空港選択モデルとし，次章

の機能分担ルールの評価で用いることとする．

ここで，一般化費用の算出には価格あるいは費用に関

する変数のパラメータが必要となる18）．しかし，表―3の

モデルには価格・費用の変数がない．そこで，総フライ

ト時間のパラメータに適当な時間評価値を乗じた値を価

格・費用変数のパラメータとし，一般化費用を算出する．

3――複数空港システムにおける機能分担ルー
ルの評価手法の構築

3.1  複数空港システムの構成要素

本章では，複数空港システムにおける機能分担ルール

の変更が航空旅客の利便性に及ぼす影響を評価する手

法を構築する．まず，航空旅客の利便性の評価という観

点から，複数空港システムの構成要素について考える．

前章で構築した都市圏旅客と乗継旅客の複数空港選択

モデルにおける説明変数は，アクセス運賃，アクセス時

間，運航頻度，総フライト時間，空港間移動であった．そ

こで，これらの説明変数を参考に，複数空港システムの

構成要素として，アクセス運賃やアクセス時間を定める

「立地点」と「アクセス条件」，また運航頻度を定める「発

着容量」の3つを定める．これに機能分担ルールを含め

た4つの要素で，複数空港システムが構成されているも

のとする．

3.2  評価手法

評価手法のフローを図―3に示す．以下，その手順を

説明する．

①目的地ゾーンの設定

本研究は首都圏を評価対象としていることから，首都

圏発着路線の地域性や路線別需要を考慮し，目的地の

ゾーンを国内線11ゾーン，国際線6ゾーンに分ける（表―4）．

なお説明の便宜上，首都圏を出発する都市圏旅客や地方

空港を出発する乗継旅客の立場から出発地，目的地と表

現しているが，国内や海外から首都圏や地方空港を訪問

する旅客も評価対象としている．これら訪問旅客の空港選

択行動は，表―2，表―3のモデルと同様と仮定する．

②立地点とアクセス条件の設定

空港の立地点とそこまでのアクセス条件は，実際の空

港整備計画を参考にして設定する．なお，複数空港シス

テムにおいては，機能分担ルールの変更のみならず，立

地点やアクセス条件の変更についても当然評価可能で

ある．

③運航頻度の初期値の算出

運航頻度の初期値は以下の方法で算出する．まず，実

際の空港整備計画を参考に，空港 別の年間発着容量

CAP を外生的に与える．次に，機能分担ルールによっ

て設定された国際線と国内線の発着枠配分比に従い，

各空港の国際線と国内線の年間発着容量を求める．こ

■表―3 乗継旅客の複数空港選択モデル
推定結果

■図―3 複数空港システムにおける機能分担ルールの評価
手法のフロー

■表―4 本研究における目的地ゾーン区分



れより，国際線・国内線別の1日あたり最大総出発頻度

を求める．なお，出発頻度と到着頻度は同数と仮定して

いる（以上，式（1））．

（1）

： 空港の年間発着容量

： 空港からの国際線最大総出発頻度（回/日）

： 空港からの国内線最大総出発頻度（回/日）

ここで，成田空港を出発する国際線の目的地ゾーン別

に，現状（2002年7月時点）の1日あたり出発頻度を求め

る（図―4）．同時に，羽田空港を出発する国内線の目的

地ゾーン別に，同じく現状の1日あたり出発頻度を求める

（図―5）．国際線のゾーンを ，国内線のゾーンを と

すると，図―4と図―5はそれぞれ式（2），式（3）のように

示すことができる．

（2）

（3）

：国際線目的地ゾーン， ：国内線目的地ゾーン

：現成田空港発国際線目的地ゾーン への出

発頻度（回/日）

：現羽田空港発国内線目的地ゾーン への出

発頻度（回/日）

：現成田空港からの国際線総出発頻度（回/日）

：現羽田空港からの国内線総出発頻度（回/日）
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これより， 空港発目的地ゾーン空港への1路線あた

り出発頻度を，国際線は式（4）から，国内線は式（5）か

ら求める．ここで求めた と を複数空港選択モデ

ルの運航頻度の初期値として用いる．なお，ほとんどの

目的地ゾーンには複数の路線が含まれているが，ここで

は各目的地ゾーンを1路線と見なす．

（4）

（ただし， =羽田空港を除く）

（5）

： 空港発国際線目的地ゾーン への出発頻度

（回/日）

： 空港発国内線目的地ゾーン への出発頻度

（回/日）

ここで，式（4），式（5）は以下の考え方を仮定している．

国内線について，図―5に示した目的地ゾーン別出発

構成は，羽田空港の発着容量が厳しい状況においても，

既に需給調整規制が廃止されていることを鑑みると，市

場の需給関係の結果であるとみなせる．よって，国内線

の目的地ゾーン別出発頻度構成は，機能分担ルールによ

って外生的に頻度設定が行われない限り，将来も各空港

において同じ比率が維持されるものと仮定する．

一方，国際線については成田空港の発着容量制約が

非常に厳しく，現時点で乗り入れを希望しているにもか

かわらず実現していない国（路線）が数多くある．そのた

め，現状の目的地ゾーン別出発頻度構成が将来も維持さ

れるかどうか不透明である．しかし本研究では，二国間

協定の枠組みの中で定められた各路線の運航頻度は今

後も大きく変化することはないものと考え，運航頻度の初

期値として式（4）を用いる注2）．ただし，次章の首都圏へ

の適用において，羽田空港の国際線は機能分担ルール

によって目的地ゾーンを限定することから，羽田空港には

式（4）を適用しない．羽田空港の国際線の出発頻度

は機能分担ルールと総発着枠配分比から求める．

④空港別OD別旅客数の算出

都市圏旅客の場合は，②と③で求めたアクセス時間，

アクセス費用，運航頻度の初期値を複数空港選択モデ

ルに与え，空港別OD別選択確率を求める．乗継旅客の

場合は，③で求めたアクセス路線とラインホール路線の

運航頻度の初期値を複数空港選択モデルに与え，空港

別OD別選択確率を求める．ここで，首都圏の複数空港

を利用する旅客の年間発生集中総需要（コントロールト

北米 

ハワイ等 

東アジア 

東南アジア 

欧州 

その他 

■図―4 成田空港を出発する国際線目的地ゾーン別
の頻度構成（2002年7月時刻表から作成）

新千歳 
他北海道 
東北 
北陸 
関西 
広島 
中国 
四国 
福岡 
他九州 
沖縄諸島 

■図―5 羽田空港を出発する国内線目的地ゾーン別
の頻度構成（2002年7月時刻表から作成）
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ータル）を，外生変数として別途既存のモデルの結果15）

から定める．本評価手法ではこれを一定とし，これに空

港別OD別の選択確率を乗じることによって，空港別OD

別年間旅客数を算出する．

⑤空港別出発頻度の算出

④で求めた空港別OD別年間旅客数より，空港別に国

内線・国際線別の出発頻度を求める（式（6），式（7））．

（6）

（7）

： 空港からの国際線出発頻度

： 空港からの国内線出発頻度

：出発地ゾーン（首都圏空港の後背圏ゾーン）

： ゾーン発 空港経由 ゾーン着路線

年間旅客数

： 空港発路線別1便あたり旅客数

国際線と国内線の別に頻度を求める理由は，次章に

おいて，機能分担ルールとして国際線と国内線の別に発

着容量を定めるためである．また，ルールとして国際線

と国内線の発着枠の比率を固定した場合は，仮に国際

線の発着枠に余裕があっても，それを国内線に転用でき

ないことを仮定している．

各空港の路線別1便あたり旅客数 は外生

的に与える．羽田空港の国内線については，航空輸送

統計年報19）を用いて，羽田空港発着路線の過去10年間

の平均座席数および平均ロードファクターを算出し，両

者を乗じたものを1便あたり旅客数とする．成田空港の

国際線については，使用機材がほとんどB747であるこ

とから，座席仕様の資料20）を参考に平均座席数を350席

とする．また各路線のロードファクターは，ICAOの資料
21）を参考として路線別に過去10年間の平均ローファクタ

ーを算出する．これより，平均座席数と平均ロードファク

ターを乗じたものを成田空港と羽田空港の国際線各路

線の1便あたり旅客数とする．ここでは，羽田空港の全

路線と成田空港の国際線における将来の機材の小型化

は見込まず，1便あたり旅客数は将来も変化しないもの

と仮定している．

ただし，羽田空港利用客の約7%22）を占める国内・国

内乗継旅客，また成田空港利用客の約19%23）を占める国

際・国際乗継旅客を本研究では対象としていない注3）．

後述するように，羽田空港は国内線主体，成田空港は国

際線主体という拠点体制は今後も維持されることから，

両空港でこれらの乗継旅客比率は今後も維持されるも

のとし，その半分の値を差し引いて 1便あたり旅客

数 を定める．

一方，成田空港の国内線や第3空港の全路線では小規

模機材の利用が増加すると仮定する．そこで，座席仕様

の資料20）を参考に，成田空港と第3空港の国内線の平均

座席数は羽田空港の6割とし，また第3空港の国際線の

平均座席数は250席（B777, B767の仕様）とする．これ

らの路線の平均ロードファクターは，羽田空港の国内線

および成田空港の国際線と同じとする．

⑥発着容量制約の設定

⑤で求めた出発頻度は，各空港の国際線・国内線別の

容量制約を超える場合がある．そこで，空港別の容量制

約式を，国際線は式（8），国内線は式（9）のように定める．

（8）

（9）

式（8），式（9）を満たしていない空港がある場合，容量

制約を満たすように，国内線と国際線の別に各路線の出

発頻度を均等に削減する．容量超過した頻度分の旅客

については，④に戻り，容量制約を超えていない残りの

空港を選択肢として再度計算をやり直す．

⑦収束条件

全ての空港が容量制約を満たしたあと，旅客配分前

後の運航頻度が一致するように収束するまで計算を繰り

返す必要がある．そこで，本評価手法の収束条件を下記

のように定める．まず複数空港選択モデルに代入した出

発頻度と，旅客配分後に更新された出発頻度とを比較

し，更新前後の頻度が2便差以上の路線がある場合は，

更新された出発頻度を再度空港選択モデルに代入して

計算を繰り返す．全空港の全路線で更新前後の出発頻

度差が1便以内になったとき，収束したものとみなす．

⑧利用者便益の計測

収束した時点で各空港に配分された空港別OD別旅

客数とそのときの一般化費用注4）を用いて，利用者便益

を計測する．空港整備事業の費用対効果分析マニュア

ル24）と同様，利用者便益は消費者余剰分析によって求

める注5）．

4――首都圏複数空港の機能分担ルールの評価

4.1  評価の目的と前提

2001年12月，羽田空港に4本目の滑走路が建設される

ことが正式に決定された注6）．その上で，引き続き第3空

港の候補地を検討することとなった．このように，首都圏



の空港容量は将来確実に増加する予定であり，機能分担

ルールについても再検討が求められている．そこで，首

都圏を事例として本評価手法の実用性を検討する．

評価の前提となる空港整備計画については表―5を仮

定する．ただし，各整備年はコントロールトータルの需要

予測結果15）で設定された予測年に基づいており，実際

にこのような計画で進められるわけではない．

4.2  海外複数空港の機能分担ルール

欧州や北米には複数空港を有する都市圏が数多くあ

り，その内のいくつかは一定のルールに基づいて各空

港の機能が分担されている．表―6にその一覧を示す．

ルールの詳細については筆者の既存研究25）,26）を参照さ

れたい．この表より，各都市で機能分担ルールが制定さ

れた背景は，混雑空港の容量限界と大規模空港のハブ

機能強化であることがわかる．相対的に小規模あるいは

都心に近接している混雑空港から，大規模なあるいは都

心から離れた空港に特定の路線を移転させることが，各

都市圏で共通したルールの目的となっている．具体的な

方法は各都市圏で異なるが，明確な理由に基づきルール

を定めていることがわかる．

4.3  羽田空港再拡張の場合

4.3.1  機能分担ルールの考え方

ここでは表―5で定めた前提に基づき，羽田空港が再

拡張されたときの機能分担ルールの評価を行う．

国土交通省は，羽田空港を再拡張した場合，羽田空港

は国内線主体，成田空港は国際線主体という現行の拠

点体制を維持しつつ，羽田空港に定期国際線乗り入れ

を認める構想を表明している注7）．ただし，仮に羽田空

港に定期国際線乗り入れが認められたとしても，与えら

れる発着枠は限定的になると考えられる．そこで，羽田

空港に定期国際線の発着枠を割り当てる場合，どの方面

の国際線を優先するべきかについて，表―6の海外事例

を参考に2つの考え方を述べる．

①業務目的旅客の多い路線は都心近接空港で運航

業務目的の旅客は，一般に他の旅行目的と比較して時

間価値が高い．よって，都心に近接した空港で業務目的

旅客割合の高い路線を運航することは，効率性の観点か

ら望ましいと言えよう．

表―7に日本人出国者数の国別ランキングと旅行目的

比を示す．総数も業務目的も米国が最大だが，業務目的

の上位は，米国に次いで中国，台湾，韓国，香港と日本

から近距離の東アジア諸国が続く．近距離国際線に限

定して羽田空港への乗り入れを認めた場合，考え方とし

て米国で適用されている距離制限（Perimeter Rule）に

近いものとなる．

②高需要路線は複数の空港で運航

首都圏空港を発着する国際線の中には，旅客需要で

国内線に匹敵する路線がある．ソウル路線やホノルル路

線は，新千歳，福岡，伊丹，那覇の各国内幹線には及ば

ないものの，それに次ぐ年間200万人前後の旅客需要が

ある．また，香港，台北，ロサンゼルスの各路線も年間

150万人以上の利用がある21）．

筆者ら26）によると，表―6の各都市圏において，高需

要路線はルールの範囲内で必ず複数の空港で運航され

ている．高需要路線を利用する旅客の空港選択を制限

しないことは効率性の観点から望ましいことから，羽田

空港に乗り入れるべき国際線の対象の一つになるであ

ろう．なお，ミラノのLinate空港は路線別需要実績によっ

て運航条件を定めており，この考え方と共通している．
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■表―5 評価の前提とする首都圏空港整備計画

■表―6 複数空港を持つ都市圏の機能分担ルール一覧

■表―7 日本人出国者数国別ランキングと旅行目的比

出典：出入国管理統計年報（1999年）27）

単位[千人]
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4.3.2  機能分担ルールの設定

羽田空港への定期国際線乗り入れの影響を評価する

ため，前節の考えに従って機能分担ルールの代替案を

設定する．表―8にルールの代替案と総発着枠の配分比

を示す．なお，羽田空港における夜間早朝の特定時間枠

は考慮していない．

A1は羽田空港再拡張後も定期国際線の乗り入れを認

めず，国内線専用空港として羽田空港を運用するルール

である．A2は羽田空港に総発着枠の10%の定期国際線

乗り入れを認め，近距離国際線である東アジア方面を

乗り入れるルールである．これは距離制限の考え方に基

づくルールである．A3は同じく羽田空港に10%の定期国

際線乗り入れを認めるが，その路線を高需要の北米・ハ

ワイ方面とするルールである．A2，A3の場合，国際線の

乗り入れを10%認めた分，国内線の総発着枠を10%削減

する必要が生じる．このとき，特定の国内線目的地ゾー

ンではなく，各目的地ゾーンから均等に10%ずつ削減す

ることとする．

また，成田空港では新滑走路の供用に伴って総発着

枠の約 1割が国内線枠として確保されたことから，

withoutも含めた全てのルールでこの配分比を適用する．

乗継旅客は，前章で推定したモデルのサンプル特性

から，東アジア方面を除いた中長距離方面を目的地とし

ている旅客を対象とする．よって，東アジア方面を羽田

空港に乗り入れるA2の場合，羽田空港で国際・国内乗

継旅客が出入国できないこととする．一方，北米・ハワイ

方面を羽田空港に乗り入れるA3の場合，羽田空港から

も国際・国内乗継旅客が出入国できることとする．

4.3.3  複数空港システムの構成要素の条件設定

アクセス条件については，2010年に成田新高速鉄道

が開業予定であることから注8），これを新規の条件として

加える．羽田空港へのアクセス条件や成田空港への他

交通機間のアクセス条件は現状の値を用いる．

発着容量は首都圏第3空港調査検討会で発表された

値（羽田空港約40.7万回/年，成田空港約22万回/年）を

用いる注7）．Withoutケースの羽田空港の発着容量は

現状の27.5万回/年注9）とする．また乗継旅客の評価で

は，首都圏2空港の他，関西空港と仁川空港を選択肢と

する．関西空港の国際線の発着容量は12万回/年と仮

定する注10）．仁川空港の発着容量は，仁川空港公社の

発表した計画注11）に基づき17万回/年とする．

4.3.4  その他の条件設定

都市圏旅客モデルの都市圏の範囲は空港選択モデル

構築のときと同様とし，出発地ゾーンの区分は発生集中

需要のデータに合わせて都道府県単位とする．ゾーンの

中心地は県庁所在地の代表駅とした．また乗継旅客モデ

ルの出発地ゾーン区分は地域単位とし，北海道，東北太

平洋側，東北日本海側，北陸，四国，福岡，他九州，沖縄

の8ゾーンに区分し，代表空港を定めた．

ここで，上記のゾーン区分を用いる場合，中部地域，

関西地域，中国地域から首都圏の空港を利用して出国

する国際線旅客が含まれないこととなる．これら地域の

旅客の割合は，現状で成田空港利用旅客の約10%12）に

該当することから，成田空港の1便あたり旅客数につい

ては，この分も差し引くこととする．

4.3.5  結果と考察

3章の評価手法を用いて，機能分担ルール別に空港別

旅客数と利用者便益を求めた結果を都市圏旅客（表―9）

と乗継旅客（表―10）の別に示す．

計算過程において，A2，A3では羽田空港の国際線発

着枠が容量制約値（4.7万回/年）に達したものの，A1を含

めて羽田空港の国内線および成田空港の国内線と国際

線は発着容量に達しなかった．この理由は，2010年時点

の国際線と国内線のコントロールトータルが，両空港の発

■表―8 機能分担ルールの代替案と総発着枠の配分比

※A1, A2, A3の成田空港の機能はwithoutケースと同様とする．

■表―9 羽田空港再拡張時における都市圏旅客の
配分旅客数と利用者便益

■表―10 羽田空港再拡張時における乗継旅客の配分旅客数
と利用者便益

※A3の成田空港旅客数は羽田空港から出入国した場合も含む



着容量制約に及ぶほど十分大きくないためである．ただ

し，コントロールトータルが一定のため，潜在需要を考慮

できなかったのも一因である．A2とA3の旅客数配分結

果が同じとなったのも，コントロールトータルを一定として

いることが理由である．

表―9の旅客数配分結果を見ると，羽田空港に国際線

乗り入れを認めたA2，A3の方が，羽田空港を国内線専

用としたA1より多い．これは，成田空港を利用していた

国際線旅客の一部が，機能分担ルールによってアクセス

利便性の高い羽田空港を利用できるようになったことで，

利用空港を変更したためである．また利用者便益につい

ても，一部国際線旅客のアクセス利便性が向上したこと

によって，A1よりA2，A3の方が大きくなった．A2，A3に

おいて，羽田空港の国内線運航頻度が発着容量にまで

至らず，国内線の発着枠を削減する必要がなかったこと

も理由の一つである．

A2とA3を比較すると，旅客数配分結果は同じである

ものの，利用者便益は異なる結果となった．A2とA3の

全ての路線で運航頻度が同数となったことから，これは

東アジア方面と北米・ハワイ等方面の出発地ゾーン需要

分布の相違が理由である．具体的には，東アジア方面

の方が東京を発生集中する旅客が相対的に多かったこ

とから，A2の利用者便益の方が大きくなっている．

なお，本研究では全ての路線に対して一律に表―2の

モデルを適用している．しかし，国内線と国際線の間で

アクセス時間や運航頻度のパラメータの相対関係が異な

ることも考えられる．今後，この点を考慮した複数空港

選択モデルを構築する必要がある．

表―10の乗継旅客の結果では，A1とA2が全く同じと

なった．これは，両ルールとも羽田空港の国内線が容量

制約にまで達しなかったことで，アクセス国内線全路線

の運航頻度が同一となり，ルール間の差がなくなってしま

ったためである．ただし，A3では北米方面やハワイ等方

面へ空港間移動なしに羽田空港から出入国できることか

ら，成田と羽田の首都圏2空港を利用する旅客が大幅に

増加した．同時に，空港間移動コストが減少したことに

よって利用者便益も大きく向上した．北米方面やハワイ

等方面のみならず，欧州方面のような他の中長距離路線

を羽田空港に乗り入れる場合でも，このような結果が得

られるのは明らかである．

なお，A3の利用者便益はかなり大きいが，空港間移動

ダミー変数には移動費用と移動時間が含まれていると解

釈できることから，妥当な値と考える．

4.4  第3空港開港の場合

4.4.1  機能分担ルールの設定

表―5で定めた前提より，羽田空港の再拡張後に第3

空港が建設された場合の機能分担ルールの評価をここ

で行う．ただし，乗継旅客の3空港間相互の空港間移動

行動をモデルで表現できていないことから，都市圏旅客

に対してのみ評価を行う．

第3空港の機能は羽田空港再拡張後の機能分担ルー

ルに依拠することから，将来予測的に設定するのは難し

い．そこで，第3空港と羽田空港がそれぞれ個別にルー

ルを変化したときの比較を試みる．表―11に機能分担ル

ールの代替案と総発着枠の配分比をまとめて示す．以

下，その内容を説明する．

まず，第3空港の機能を定めるルールとして次の2つを

考える．一つは，第3空港には特定の機能を持たせない

こととし，これをB1とする．このとき，運航頻度の初期値

を求めるために総発着枠の配分比を定める必要がある

ことから，1999年における首都圏空港利用者総数の比

（国内線：国際線＝7：3）を総発着枠配分比として用い

る．もう一つは，第3空港の国際線機能を強化するルール

とし，これをB2とする．このとき，総発着枠は国内線と国

際線を1対1の割合で配分する．両ルールにおいて，羽

田空港と成田空港のルールはwithoutケースと同様とす

る．羽田空港のwithoutケースは，羽田空港の国際化が

実現していることとし，東アジア方面の国際線が乗り入

れるA2のルールとする．成田空港のwithoutケースは，

羽田空港再拡張の時から変わらないこととする．

次に羽田空港のルールの比較を行う．まず，この時点

で羽田空港の国際化が実現していないこととし，羽田空

港のwithtoutケースを国内線専用（A1）とする．その上で，

B3は羽田空港を国内線専用空港として引き続き運用す

るルール，B4は羽田空港に総発着枠の10%の定期国際

線乗り入れを認めて東アジア方面を乗り入れるルール，
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■表―11 機能分担ルールの代替案と総発着枠配分比

※B1, B2羽田空港と成田空港の機能，およびB3, B4の成田空港の機能はwithoutケース
と同様とする．
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とする．B3, B4において，第3空港のルールはB1と同

様とし，変化させないものとする．

4.4.2  複数空港システムの構成要素の条件設定

首都圏第3空港調査検討会は，東京湾内を中心に8つ

の第3空港の候補地を挙げている注7）．そこで，東京湾東

岸と東京湾西南岸の2地点を第3空港の比較対照立地点

とし，全てのルールにおいて両者の結果を比較する（具

体的な場所については割愛する）．

第3空港へのアクセス条件として，鉄道はアクセス優等

列車が整備されるとし，自動車は現状の道路条件が維持

されることとした．また，バスの時間と費用は次のように

設定した．まず，現在羽田空港および成田空港で運行さ

れているリムジンバスの移動時間と運賃，またそれと同

ルートの自動車アクセスの移動時間と走行費用を比較

し，それぞれの相関式を推定する．そして，第3空港への

自動車のアクセス条件を設定した後，この相関式を用い

て，バスのアクセス条件を設定した．

第3空港の発着容量は16万回/年と仮定する．また，羽

田空港と成田空港のアクセス条件と発着容量は，羽田空

港再拡張の時と同様とした．

なお，ここでは国際・国内乗継旅客を評価の対象として

いない．これら乗継旅客の割合は，現状で成田空港利用旅

客の約3%12）に該当することから，成田空港の1便あたり旅

客数についてはこの半分の値をさらに差し引くこととする．

4.4.3  結果と考察

表―12に，空港別旅客数と利用者便益の結果を，機

能分担ルール別・立地点別に示す．なお，成田空港の旅

客数の結果には，乗継旅客や中部・関西・中国地域から

の国際線旅客を含んでいないことに留意されたい．

全てのケースにおいて，その計算過程で羽田空港と

成田空港の発着容量を超えることとなった．これは，第3

空港が国際線を受け入れざるを得ず，国内線専用空港

として運用するのは不可能であることを意味している．

また，第3空港の旅客数のほとんどは他2空港の容量超

過分の旅客であり，最大効用を得られる選択肢として第

3空港を選んだ旅客はわずかであった．全てのケースに

おいて配分された旅客数がほぼ同じとなったのは，コン

トロールトータルを一定としているためである．B3の羽

田空港が他より多い理由は，羽田空港を国内線専用と

したことで，国際線を1割乗り入れた場合と比較して1便

あたり旅客数が異なるためである．

利用者便益を比較してみると，B1とB2は，ほぼ同じ

結果となった．この結果は，発着容量にまで達しない第

3空港に対して何らかの機能分担ルールを適用しても，

利用者便益は変わらないことを意味している．

一方，B3とB4は大きく異なる結果となった．Without

で羽田空港を国内線専用としたとき，引き続き羽田空港

を国内線専用としたB3では利用者便益が正となったが，

羽田空港に国際線乗り入れを認めたB4では利用者便益

が負となった．これは，一部国際線旅客が羽田空港を利

用することによって増えるアクセス利便性向上の便益よ

りも，羽田空港の容量超過のために成田空港や第3空港

を選択せざるを得ない国内線旅客の増加による不便益，

および羽田空港を利用している国内線旅客全体の運航

頻度の減少による不便益の方が大きいからである．羽田

空港の総発着回数が国内線だけで空港全体の容量制約

に達しているとき，国際線を乗り入れるためには国内線

の発着枠を削減しなくてはならない．しかし，羽田空港

の国内線発着枠を削減してまで国際線の乗り入れを認

めると，都市圏旅客の利用者便益は負となってしまう．

B3とB4において，立地点の違いによる利用者便益の

大小関係への影響は異なる結果を得た．B3の場合，羽

田空港が国内線専用のため，成田空港の容量超過分の

国際線旅客は全て第3空港を選択せざるを得ない．この

とき，東京湾東側は立地点が成田空港と近いことからア

クセス条件で競合してしまい，相対的に小さな便益とな

る．一方，B4の場合は羽田空港が一部国際線旅客を受

け入れるため，これら旅客にとって羽田空港と東京湾西

南側が競合関係になり，負の値ではあるが東側と比べて

相対的に小さな便益となる．しかし，その他の国際線旅

客は成田空港と競合するため，立地点間の差はB3と比

べて小さいものとなっている．

5――まとめ

本研究では，都市圏旅客・乗継旅客別に構築した複

数空港選択モデルを用いて，複数空港システムにおける

機能分担ルールが利用者便益に及ぼす影響を評価する

■表―12 第3空港開港時における都市圏旅客の配分旅客数と
利用者便益



手法を開発した．

また，新空港の整備が検討されている首都圏に評価

手法を適用し，機能分担ルールの複数の代替案につい

て比較評価を行った．その結果，次のような知見を得た．

・羽田空港が容量制約に達しているときに国内線発着枠

を削減して国際線を乗り入れる場合，首都圏を発着地

とする都市圏旅客全体の利用者便益が低下する．しか

し，羽田空港が容量制約に達していなければ，国際線

を乗り入れると利用者便益が向上する．

・羽田空港に北米路線のような中長距離国際線を乗り入

れる場合，空港間移動を必要とする国際・国内乗継旅

客が減少するため，国際・国内乗継旅客の利用者便益

が大きく向上する．

・第3空港のようなアクセス利便性が相対的に低い空港

に対して機能分担ルールを適用しても，利用者便益に

及ぼす影響は変わらない．

・第3空港の立地点間の利用者便益の大小関係は，機能

分担ルールの違いによって空港間の競合関係が異なる

ため，変化する．

以上の結果はデータやモデルの制約下から得られた

ものであり，当然議論の余地がある．しかし，機能分担

ルールの変更による利用者便益の変化を明らかにする

ことで，空港整備計画において機能分担ルールを考慮す

ることの重要性を示すことができた．このように，本手法

は機能分担ルールを評価する方法として実用性があるこ

とを示した．

一方，本研究で構築した空港選択モデルと機能分担

ルールの評価手法は下記の問題を抱えているため，これ

を今後の課題とする．

・本研究では航空運賃を説明要因に含めた空港選択モ

デルを構築できなかった．しかし，航空運賃は航空会

社選択やフライト選択に大きな影響を及ぼす説明要因

であることは明らかであり，その結果として空港選択に

も影響を与えると言える．空港選択モデル構築の際に

常に指摘されている問題であるが，今後，より実勢を

反映した運賃データの入手方法を考える必要がある．

・機能分担ルールや第3空港の立地点は需要に影響を与

えるサービス変数自身であり，本来はそれが変わると

コントロールトータルも変化する．しかし，本研究では

コントロールトータルを一定としているため，機能分担

ルールや第3空港の立地点の違いによる潜在需要の顕

在化を考慮できていない．今後，潜在需要の推定を考

慮した既存の需要予測モデルとの融合を検討する必

要がある．
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注

注1）1999年当時，成田と羽田の両空港から定期便として運航されていた路線

は，台北の他，ホノルル，新千歳，福岡，伊丹の計5路線があった．しかし，

台北路線の他はどちらかの空港に旅客が集中しており，競合していたとは言

えない．台北路線は成田空港：羽田空港＝6：4の比率で利用されていた．

ただし，2002年4月に成田空港の新滑走路が供用されたことに伴い，羽田空

港で台北路線を運航していた中華航空とエバー航空は，成田空港に運用空

港を移転した．よって，現時点では両空港間の競合路線は存在しない．

注2）2002年4月の成田空港新滑走路の供用開始後，新滑走路の国際線発着枠

の多くを東アジア方面が占めた．このように，今後も発着容量に大きな変化

（滑走路長の延長など）があった場合は，頻度構成も変わる可能性がある．

注3）乗継旅客比率は次式を用いて求めた．

（乗継旅客＊2）/（出発旅客＋到着旅客＋乗継旅客＊2）

注4）一般化費用は，ロジットモデルによって推定された間接効用関数から求め

られる．詳しくは，Small and Rosen 18）を参照されたい．

注5）消費者余剰分析より，利用者便益は次式によって求められる．森杉編28）に

詳しい．

：利用者便益

：WithoutケースのゾーンiからゾーンjへのOD別旅客数

：WithケースのゾーンiからゾーンjへのOD別旅客数

：Withoutケースのゾーンiからゾーンjへの一般化費用

：Withケースのゾーンiからゾーンjへの一般化費用

注6）羽田空港の再拡張に関する基本的考え方について（国土交通省航空局，

2001.12）にて発表．

注7）第6回首都圏第3空港調査検討会（2001年7月31日開催）における国土交通

省航空局配付資料を参照．

注8）第3回成田空港アクセス充実検討会（2001年12月26日開催）の配付資料を

参照．

注9）羽田空港の発着調整基準の改定について（運輸省航空局，1999.10）を

参照．

注10）国土交通省は関西空港の発着処理能力を年間16万回としている．

注11）仁川空港は2段階に分けて建設されることとなっており，第1段階の発着

容量は年間17万回とされている．仁川空港公社発行の空港紹介パンフレット

（Incheon International Airport）を参照．
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Evaluation of air traffic distribution policies in multiple-airport systems
－Case of Tokyo metropolitan area－

By Shinya HANAOKA

The airports in multiple-airport areas are operated as a multiple-airport system. The system assigns roles or functions to the

airports using air traffic distribution policies such as the exclusive use of passengers for domestic or international. Those policies

are based on planning factors of airports such as location, accessibility and slot capacity. This study develops method of

evaluating alternative rules of traffic distribution in a given system by using the criterion of passengers benefit. The

evaluated method is used to calculate multiple-airport choice models for both terminal and transit passengers. The model was

applied to the Tokyo Metropolitan area and the alternative of distribution rules was evaluated based on several feasible rules.

Key Words ; Multiple-airport system, Air traffic distribution rules, Airport choice model
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